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計画によせて 

 

長柄町では、障がい者施策の基本理念や施策の方向性を定めるため障がい者基本計

画を策定し、「人が健康で支えあうまちづくり」を目指して取り組んでまいりました。 

 

障害者基本法第１条では、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」とされています。 

その趣旨に沿って、国では「障害者基本計画（第５次）」（令和５年度〜令和９年度）

を策定し、地域共生社会の実現を念頭に、「共生社会の実現に向け、障がい者が自らの

決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現でき

るよう支援すること」としております。 

また、千葉県でも「第八次千葉県障害者計画」（令和６年度〜令和８年度）が策定さ

れました。 

 

こうした流れを受け、本町でも長柄町障がい者基本計画（令和３年度〜令和８年度）

の基本理念「ともに生き、ともに支え、ともに参画できるまちづくり」 

のもとに、令和６年度〜令和８年度を計画期間とした「第７期障がい福祉計画」、「第

３期障がい児福祉計画」を策定しました。 

今後これらの計画に基づき、障がい福祉施策の充実・推進を図り、障がいのある方々

が安心して住み慣れた長柄町で生活できるまちづくりを進めてまいりたいと思いま

す。町民の皆様にはご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

結びに、本計画策定にあたり貴重なご意見をいただきました関係者の皆様に対し、

心から御礼申し上げます。 

 

 

 

長柄町長 月岡清孝 
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第 1 章 計画の基本的な考え方 

 

第１節 計画策定の目的 
 

長柄町（以下、「本町」とする。）では、「長柄町障がい者基本計画」をもとに、令

和３年度に「長柄町第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」（以下、「前

回計画」とする。）を策定し、目標の設定と計画的な福祉サービスの提供ができるよ

うに、障がい福祉施策の推進に取り組んできました。 

この度、令和６年３月をもって、計画の期間が満了することから、目標に対する

成果や進捗状況、社会情勢の変化、国の動向などを踏まえたうえで、新たに「第７

期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画（以下、「障がい福祉計画」とする。）」

を策定します。国および千葉県も基本計画を策定しており、共生社会の実現に向け、

福祉や保健、医療並びに教育等の各分野における施策の方向性を示しています。障

がい者の雇用や日常生活や権利に係る法律の改正などが行われており、障がい者に

対する差別や偏見をなくし、すべての人がお互いの人格・個性を尊重し、皆が助け

合いながら生活できる社会を目指し、共生意識の定着を図るよう継続的に取り組ん

でいます。 

本町では、国や千葉県の基本方針とリンクさせ、障がい保健福祉圏域（以下、「長

生圏域」という。）で連携を図り、共生社会の実現と障がい者の自立に向けた、地域

生活への移行や就労に関する支援、そして近年、相談件数が増加している精神障が

い対応を含めた地域包括ケアシステムの構築等を目指し、障がい福祉計画を策定す

るものです。 

 

※「障がい」の表記について：障害の「害」の文字が、人によってはマイナスイメージを受ける
という意見があるため、法令用語や固有名詞を除いて、ひらがな表記にしています。 

 

第２節 計画の法的根拠と位置づけ 
 

今回、障害者基本法第１１条第３項に基づく市町村障害者計画、障害者総合支援

法第８８条第１項に基づく市町村障害福祉計画、および児童福祉法第３３条の２０

第１項に基づく市町村障害児福祉計画として新たに策定します。 

国と千葉県の障がい者に係る計画や基本方針等を踏まえ、本町の状況などの実情

を考慮したうえで障害福祉サービスの必要量及び必要量確保のための基本方策等

を定めます。 
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第３節 計画の対象者 

わが国には、福祉制度を公平に利用できるよう、医学的な観点から心身の機能障

がいを診断・判定し、主要な障がいである身体障がい、知的障がい、精神障がいの

ある人に手帳を交付する制度があります。 

本計画の対象となる障がい者は、この手帳交付者を基本にしつつ、発達障がい、

高次脳機能障がい、各種の難病など、原因や症状、治療法等に関する研究が途上で、

福祉的な支援方法が確立していない障がいを有する人も含みます。 

また、障がいは単に機能障がいを指すだけでなく、「能力障がい・個人の活動制限」

や「社会的不利・社会への参加制約」を含む概念であり、「障がい者が受ける制限は、

様々な社会環境との相互作用や社会との関係性の在り方によって生ずる」という認

識に立っています。 

 

第４節 計画の期間 

国が定める基本的な指針等により、障がい基本計画は令和３年度から令和８年度

までの６年間、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は令和６年度から令和８年度

までの３年間とします。 

●計画期間 

 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

長柄町障がい者基本計画 
 

 

     

第６期障がい福祉計画・

第２期障がい児福祉計画 

      

第７期障がい福祉計画・

第３期障がい児福祉計画 
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第２章 障がい者を取り巻く状況 

 

第１節 人口の推移 

 

長柄町の人口は、令和５年４月１日現在で６４１３人となっています。また、年

齢３区分別人口構成では、６５歳以上の人口が４３％を超える高齢社会となってい

ます。 

 

（資料：住民基本台帳 各年４月１日現在） 

 

（資料：住民基本台帳 各年４月１日現在） 

7000

6817

6686

6520

6413

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

総人口の推移

総人口の推移

8.0 7.8 7.4 7.4 7.1 

53.6 52.5 51.6 50.2 49.7 

38.4 39.7 41.0 42.4 43.2 

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年齢３区分別人口構成の推移

0～14歳 15～64歳 65歳以上
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第２節 障がい者数の状況 
 

本町の令和４年度末の障がい者数の状況をみると、障害者手帳所持者数は３８５

人で、そのうち身体障がい者は６７.０％、知的障がい者は１８.７％、精神障がい

者は１４.３％となっています。 

 

●障がい者数の推移                          （単位：人） 

  

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

18歳 

未満 

18歳 

以上 
合計 

18歳 

未満 

18歳 

以上 
合計 

手帳 

所持者 

通院医療 

費支給者 

令和元年度末 3 271 274 10 48 58 53 82 

令和４年度末 3 255 258 8 64 72 55 78 

※身体障がい者、知的障がい者は手帳所持者数。 

 

●障害者手帳所持者の等級別の内訳（令和４年度末）           （単位：人） 

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者 

１級 84 ○Ａ （最重度） 

Ａ（重度） 
25 

１級 7 

２級 42 ２級 39 

３級 43 Ｂの１（中度） 21 ３級 9 

４級 62 Ｂの２（軽度） 26   

５級 13     

６級 14     

合計 258 合計 72 合計 55 

 

●身体障がい者の内訳（令和４年度末）                 （単位：人） 

  １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

視覚 6 5 0 2 2 1 16 

聴覚・平衡機能 1 9 0 2 1 6 19 

音声・言語・そし

ゃく 
0 0 1 0 0 0 1 

肢体不自由 29 26 21 39 10 5 130 

内部機能 49 2 21 20 0 0 92 
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第２編 障がい者基本計画 
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第１章 計画の基本理念と基本目標 

 

第１節 計画の基本理念  

 

前回計画で定めた基本理念「人が健康で支えあうまちづくり」は、支え合いなが

ら健やかに生活していくことはすべての町民にとって普遍的なものです。 

また、基本理念をもとに障がい者を含むすべての人が共生共存でき、お互いに助

け合い安心・安全に暮らせるまちづくりを推し進めてきたところです。 

しかしながら、障害者基本法が掲げる「障がいの有無によって分け隔てられるこ

となく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会」の実現はいまだ道半

ばであり、この実現をめざし、着実に歩んでいくことが求められます。 

このため本町では、まちづくりを推進していくための基本理念（基本的な考え方）

は前回計画の理念を継承しつつ、「ともに生き、ともに支え、ともに参画できるまち

づくり」と定め、すべての住民がお互いに人権を尊重し、地域で支えあうまちづく

り、そして、すべての障がい者が自分の望む生き方を主体的に選び、個性を発揮し

て地域活動で活躍しながら自立した生活を送れるまちづくりを目指して、各施策を

展開・推進していきます。 

 

 

 

 

   基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに生き、ともに支え、 
ともに参画できるまちづくり 



 8 

第２節 基本計画の目標 
 

基本計画の理念に基づき、以下の５つの基本目標を掲げます。それぞれの目標達

成に向け各施策の推進を図ります。 

 

基本計画体系図 

 

基本目標           具体的な施策 

   

 

     （１）相談支援・情報提供の充実 

 １ 自立に向けた      （２）障がい福祉サービスの充実 

   地域生活への支援    （３）保健・医療サービスの充実 

 

 

               （１）障がいへの差別解消 

 ２ 社会参加への      （２）意思疎通支援、社会参加活動の促進 

    促進と権利擁護    （３）障がい者の権利擁護 

 

 

               （１）児童発達支援の充実 

 ３ 障がい児の支援     （２）障がい児の教育・保育の提供 

               （３）適正な就学援助・指導内容の充実 

 

 

               （１）就労の支援・促進 

 ４ 就労支援の強化     （２）関係機関との連携強化 

               （３）福祉就労の充実 

 

 

（１）障がい者への理解の推進 

５ 安心・安全な      （２）災害時の備え、避難所、支援体制の充実 

まちづくり    （３）福祉のまちづくり 
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基本目標・具体的な施策内容 
 

１ 自立に向けた地域生活の支援 

障がい者の自立生活に向けて、できる限り住み慣れた地域で生活を継続でき、施

設入所者や長期入院者がスムーズに地域生活に移行できるようにするため、障がい

者の自立支援給付・地域生活支援事業や提供など、個々の状況や希望に合った支援

を進めます。そして、各自治体の情報交換や支援施策など障がい保健福祉圏域で保

健・医療分野と連携しながら、地域生活支援拠点の活用を促進し細やかな対応を目

指します。 

 

（１）相談支援・情報提供の充実 

些細な事でも気軽に相談できるよう、相談支援の窓口の利便性を向上し、関係 

部署との連携体制を整えます。また、サービスに関連する利用者の状況把握に努 

め、適切なケアマネジメントを行なうことにより、必要としている情報やサービ 

ス提供に努めます。 

 

（２）障がい福祉サービスの充実 

障がい福祉サービスの利用に関し、障がいの内容や個々の状況によって複合化、

複雑化する生活課題へ対応が求められています。すべての障がいのある人が生活

するうえで必要としているサービスの内容や必要量など、適正な給付を行い、さ

らに可能な限り希望に沿えるように計画相談事業所との連携を図ります。 

 

（３）保健・医療サービスの充実 

   町内医療機関をはじめ、県総合リハビリテーションセンター等、関係機関との 

必要な連携を行い、適切な支援・対応を図ります。また、乳幼児は訪問や健診等

を通じて障がいの早期発見につなげ、中高年においては特定健診等の各種健診対

象者は積極的な勧奨を行い、健康維持および生活習慣の予防など、障がいにつな

がる前の事業充実に努めます。 
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２ 社会参加の促進・権利の擁護 

すべての住民が互いに尊重しあえるよう、障がい者への不当な差別や偏見を解消

するため、家庭や地域・学校などあらゆるところで、正しい理解を深める活動と多

様な啓発活動を推進します。 

また、個々の状況に応じた相談支援体制を整え、手話・要約筆記など、多様な手

段で意思の伝達や理解が行える環境づくりに努め、成年後見人制度の活用など、障

がい者の権利を擁護するよう努めます。 

 

（１）障がいへの差別解消 

   平成２８年４月に施行された「障害者差別解消法」に基づき、障がい者に対す

る差別等、障がいの有無に分け隔てられることなく、共生社会の実現が求められ

ています。長生圏域では、障がい者を支援する団体や自治体職員で構成する「長

生郡市障害者差別解消支援地域協議会」が設置されており、障がい（者）に対す

る偏見がなくなるよう、更に協議を重ね、啓発活動を行ないます。 

 

（２）意思疎通支援、社会参加活動の促進 

障がいのある人にとって、地域の中で自立した生活を送るには、より多くの情

報を取得し、意思表示や決定などのコミュニケーションが行えるようにすること

が重要です。特に視覚・聴覚障がい者は情報取得が困難な場合が多く意思疎通支

援が必要不可欠です。本町では、手話ボランティア育成として、長生圏域での各

種講座や教室の開催を支援し、受講修了者のボランティア登録制を行っています。    

また、コミュニケーションの手段が充実することによる、社会参加や文化芸術

活動など、様々な場で幅広く活躍できるよう支援を行なっていきます。 

 

（３）障がい者の権利擁護 

   障がい者が安心して生活していくための権利擁護の体制整備が必要であり、障

害者虐待防止法や障害者差別解消法などの法整備が行われました。また、知的障

がいや精神障がい、認知症などにより、判断能力が十分でない人への支援として、

成年後見制度の相談や申立ての支援、場合により、制度の利用に要する経費や後

見人等の報酬の助成などを行います。 
 



 11 

３ 障がい児への支援 

 

障がいのあるこどもの支援体制の確立は、その子の将来の生活を豊かにするため

に必要不可欠であり、支援を受けながら地域でともに学び、育つことがとても重要

です。そのため、地域のこども・子育て支援体制や施設の充実、療育を受けるため

の通所施設と学校が連携し、こどもの障がいの特性や、発達の状況等に応じて、一

人ひとりの個性や可能性を伸ばす療育・教育の推進をします。 

そして、障がいの有無に関わらず、幼少期からの成長記録や個々の状況を把握し、

支援体制の確立と各関係機関の連携や適切な進路相談・指導の実施を行えるよう、

ライフサポートファイルの活用と普及を促進します。 

 

（１）児童発達支援の充実 

障がいのあるこどもやその保護者にとって、一人ひとりの個性や適性に応じた 

発達支援は、その子の可能性を伸ばし、将来の社会適応や自立に大切な役割を果 

たします。本町では、保健師による乳児訪問から始まり、１歳６か月健診や３歳 

児健診時に発達支援の専門職が面談等を行い、障がいの早期発見・早期対応する 

事で適切な支援につなげて行く体制を整えます。 

 

（２）障がい児の教育・保育の提供 

町内唯一の認定こども園「ながらこども園」では、障がい児に対する職員の加 

配をし、体制を整えたうえで受け入れを行っており、学校においても特別支援学 

級の設置をし、個々に合せた最適な育ちの場を確保します。 

また、本町には、児童発達支援センターをはじめ、保育所訪問支援や放課後デ 

イサービス等を提供する事業者がないため、長生圏域内の事業者と連携を図りな 

がら、必要とする福祉サービスを利用できる体制の確保に努めます。 

 

（３）適正な就学援助・指導内容の充実 

   障がいの種類や程度は個々によって違うため、特性や性格、状況などを的確に

把握し、最適な保育・教育の場の提供を行います。それには、保健・医療・福祉・

教育の各分野における連携強化が必要です。本町では、こども園と小・中学校で

長柄町教育研究会の設置をし、障がい児をはじめ、すべてのこどもが保育と教育

のスムーズな接続が行えるよう、体制の整備を行い適正な就学指導に努めます。 
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４ 就労支援の強化 

 

障がい者がいきいきと働きながら生活することは、経済的自立と生きがいのある

生活をおくるために必要なことです。それには、就労継続支援や就労移行支援、就

労定着支援などの福祉サービスを活用しながら、一般就労へ移行することが重要と

なります。そこで、公共職業安定所や就労支援事業所との情報共有と連携を密にし、

本人の希望する実習先や就労先の確保、障がい者雇用に係る事業者等に対する支援

制度の普及や啓発を行います。 

また、行政自らが障がい者の雇用に努めるとともに、労働部門と福祉部門が連携

しながら、就労や通所を安定的に継続するための支援に努めます。 

 

（１）就労の支援・促進 

   障がいのある人にとって、社会参加のひとつである就労は重要であり、働く意

欲のある人がその適正に応じて能力を発揮することが個人や地域社会にとっても

必要な事です。本町では、障がい者の法定雇用数を達成しており、地域の企業者

や関係機関が率先して障がい者雇用を敢行するよう啓発していきます。 

 

（２）関係機関との連携強化 

   障がいのある人の就労と雇用の安定を図るため、公共職業安定所をはじめ、障

がい者就業に関係する各機関、長生地域生活支援センター及び就労支援サービス

事業者などと連携を図り、それぞれの個人にあった福祉サービスの利用を行いな

がら、雇用に関する情報提供を行い、就労の場や機会の提供に努めます。 

 

（３）福祉的就労の充実 

   就労継続支援事業所との連携を図り、障がい者の就労率を向上させることに努

めます。実際に本町では、就労継続支援Ｂ型のサービス利用者は年々増加してお

り、今後の就労へ繋がるようさらなる支援を行ない、障がい者の社会・地域活動

参加へ寄与していきます。 
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５ 安全・安心なまちづくり 

障がい者が、安全に安心して暮らしていけるよう、関係機関や地域住民と連携し

ながら、交通、防災、防犯などの面での障がい者への配慮に努めるとともに、施設

および心のバリアフリー化を進めていきます。災害等の緊急時は、職員と民生委員

や地域住民が連携を図り、状況確認と必要な支援を行います。 

また、町内の公共交通機関は路線バスのみであるため、障がい者等の移動手段の

確保や支援を行ない、外出機会の増と経済的負担の軽減に努めます。今後も障がい

者のニーズ把握を行い、暮らしと利便性向上に努めます。 

 

（１）障がい者への理解の推進 

   障がいのある人への偏見や差別は少なからずあります。そして、そのような事

をなくすには、「障がい」に対する正しい理解と認識を定着させることが必要です。

本町では、各障がい者（児）団体や事業所と連携し、主に小中学校の児童が福祉

事業者等の主催するイベントへ参加したり、ボランティア体験等の機会を設けた

りして、交流を深めることにより理解と認識を定着していくよう図っていきます。 

 

（２）災害時の備え、支援体制の充実 

   障がいのある人やその家族にとって、災害時の避難は大きな課題となります。

令和元年秋に、台風１５号の影響による停電、台風１９号の影響による大規模な

水害に見舞われました。民生委員による要支援者名簿の確認により、安否確認は

行なえたものの、障がい者の生活電源の確保など、備えや体制整備が必要との課

題も判明しました。本町では、被災した経験を活かし、障がい者に必要な備蓄品

の確保、避難所、支援体制のさらなる強化・充実を図っていきます。 

 

（３）福祉のまちづくり 

   障がいのある人をはじめ、こどもから高齢者まで誰もが住みやすいまちづくり

を進めることが本町の基本です。本町は生活の基盤である公共交通が衰退し、障

がい者や高齢者の移動手段が限られています。そこで、障がい者や妊産婦、高齢

による免許返納者等に対しての移動手段の確保として、社会福祉協議会の福祉タ

クシーの充実や、タクシー協会と協定を締結することによる利用料金の助成など、

今後は対象者や助成額の見直しなど、住みやすいまちづくりを行っていきます。 
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第１章 令和８年度の目標の設定 

国の基本指針、基本計画に基づき、地域生活移行や就労支援などについて以下の

成果目標を掲げ、本町のサービス利用者状況や情勢を踏まえ、日常生活及び地域生

活への移行を支援するため、その達成をめざした方策を定めます。 

 

１ 施設入所者の地域生活への移行 
 

「施設入所者の地域生活への移行」については国の方針として、令和４年度末と

比較し、「施設入所者数の５％以上削減」、「施設入所者数のうち６％以上が地域生活

移行」と目標を掲げています。 

本町では、「入所者数の削減目標」を１人、「入所から地域生活に移行する人数の

目標」を１人と設定します。 

●「福祉施設入所者の地域生活移行」の数値目標等 

項  目 数値目標等 

令和４度末時点の入所者数 13人 

計画期間内に入所から地域生活に移行する人数の目標 1人 

令和８年度末の入所者数 12人 

 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

自治体を含めた地域精神保健医療福祉の一体的な取り組みの推進に加え、差別や

偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的な社会を構築していく必要性を求めら

れています。長生郡市総合支援協議会と連携を図り、地域包括ケアシステムの構築

に努めます。 

●「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築」の数値目標等 

項  目 数値目標等 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 6回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の

参加者 
20人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標

設置及び評価の実施回数 
2回 

 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
 

「地域生活支援拠点」とは地域移行を進めるため障がい者等からの相談やアドバ

イス、緊急時の対応など一連の流れの中で切れ目なく支援を行なう拠点です。 
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地域生活支援拠点や基幹相談支援センター、地域における複数の機関が分担して

機能を担う体制の構築等について、長生圏域での実施を関係施設や機関と検討して

いきます。 

●「地域生活支援拠点等が有する機能の充実」の数値目標等 

項  目 数値目標等 

地域生活支援拠点等の設置 １か所 

地域生活支援拠点等について、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置等による体制

の構築 
１か所 

地域生活支援拠点等の運用の状況の検証及び検討 実施 

強度行動障がいを有する障がい者の状況や支援ニーズの把握 実施 

強度行動障がいを有する障がい者に係る支援体制の整備 実施 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

「福祉施設から一般就労への移行」については、国では「年間一般就労に移行す

る人数が、令和３年度の移行実績の１.２８倍以上となること」、「就労移行支援事業

の利用者数が令和３度の１.３１倍以上増加すること」など、継続支援や定着支援

等、障がい者の就労支援事業についての目標を掲げています。 

本町の就労移行支援事業の利用者数は増加しています。今後も一般就労に繋ぐた

めに、個々の支援と事業者の確保・調整をしていきます。 

 

●「福祉施設から一般就労への移行等」の目標等 

項  目 数値目標等 

福祉施設から一般就労に移行する人の数 5人 

就労移行支援事業の一般就労への移行者数 5人 

一般就労移行者の割合が５割以上の就労移行支援事業

所の割合 
50％ 

就労継続支援A型事業の一般就労への移行者数 4人 

就労継続支援B型事業の一般就労への移行者数 1人 

就労定着支援事業の利用者 1名 

就労定着率７割以上の就労定着支援事業所の割合 25％ 

 

 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

相談支援体制を充実・強化するため、総合的な相談支援、地域の相談支援体制

の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談
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支援センターの設置をするよう努めます。 

 

●「相談支援体制の充実・強化等」の目標等 

項  目 数値目標等 

基幹相談支援センターの設置 １か所 

基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化を図

る体制の確保 
実施 

個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行

う取組を行うために必要な協議会の体制の確保 
実施 

 

 

６ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制

の構築 

   障がい福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、

その目的を果たすためには、利用者が真に必要とする障がい福祉サービス等の提

供を行うことが重要であるため、サービスの質の向上を図るための取組みに関す

る事項を実施する体制を構築することに努めます。 

●「障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築」の目標等 

項  目 数値目標等 

県が実施する障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 実施 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を共有す

る仕組みや体制の構築 
実施 

 

７ 発達障がい者等に対する支援 

   発達障がい者及び発達障がい児の早期発見・支援には発達障がい者等及びその

家族などへの支援が重要です。そのため、保護者等がこどもの発達障がいの特性

を理解し、必要な知識や方法を身につけることで、適切な対応ができるよう支援

体制の整備を検討していきます。 

●「発達障がい者等に対する支援」の目標等 

項  目 数値目標等 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等（受講者） １人 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等（実施者） １人 

ペアレントメンターの人数 １人 

ピアサポートの活動への参加人数 １人 
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第２章 サービス事業量の見込みと提供体制の確保策 

 

第１節 障がい福祉計画のサービスメニュー 

 

「障害者総合支援法」に基づき、以下のサービスを提供します。 

 

 

介
護
給
付 

訓
練
等
給
付 

そ
の
他
の
自

立
支
援
給
付 

児
童
福
祉
法

の
サ
ー
ビ
ス 

 

身
体 

知
的 

精
神
・
発
達 

障
が
い
児 

１ 自立支援給付         

（１）訪問系介護給付５サービス ○       ○ ○ ○ ○ 

（２）日中活動系サービス         

①生活介護 ○       ○ ○ ○    

②自立訓練（機能訓練・生活訓練）   ○     ○ ○ ○   

③就労移行支援・就労継続支援・就労定着支援  ○   ○ ○ ○  

④療養介護 ○      ○ ○ ○   

⑤短期入所 ○    ○ ○ ○ ○ 

（３）居住系サービス         

①自立生活援助  ○     ○ ○ ○   

②共同生活援助（グループホーム）  ○   ○ ○ ○  

③施設入所支援 ○       ○ ○ ○   

（４）指定相談支援         

①計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援 ○     ○ ○ ○  

（５）その他の自立支援事業         

①自立支援医療     ○   ○   ○ ○ 

②補装具費の支給     ○   ○     ○ 

２ 地域生活支援事業         

①理解促進研修・啓発事業         ○ ○ ○ ○ 

②自発的活動支援事業     ○ ○ ○ ○ 

③相談支援事業         ○ ○ ○ ○ 

④成年後見制度利用支援事業      ○ ○  

⑤成年後見制度法定後見支援事業      ○ ○  

⑥意思疎通支援事業         ○     ○ 

⑦日常生活用具給付等事業         ○ ○ ○ ○ 

⑧手話奉仕員養成研修事業     ○   ○ 

⑨移動支援事業         ○ ○ ○ ○ 

⑩地域活動支援センター事業         ○ ○ ○   

⑪日中一時支援事業         ○ ○ ○ ○ 

⑫訪問入浴サービス事業     ○   ○ 

⑬自動車運転免許取得費助成、自動車改造費助成     ○ ○   

３ 障がい児支援         

①児童発達支援事業       ○     ○ 

②放課後等デイサービス    ○     ○ 

③保育所等訪問支援    ○     ○ 

④障がい児相談支援    ○     ○ 
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第２節 自立支援給付の見込み 

 

１ 訪問系サービス 

訪問系介護給付（居宅介護(ホームヘルプ)、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、重度障がい者等包括支援）を提供します。それぞれのサービスの内容は以下

のとおりです。 

●サービスの内容 

名称 内容 

居宅介護 
自宅での入浴・排泄・食事等の身体介護や、洗濯・掃除等の家事援助、通院

等の移動介護などを行います。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者が自宅での入浴・排泄・食事の介護、外出時における移

動介護などを総合的に行います。 

同行援護 
視覚障がい者で、外出時に著しく困難な状況となる場合に、援護（身体介護

や代読、代筆など）を行います。 

行動援護 
知的・精神障がい者など、行動する際に生じる危険を回避するために必要な

援護や外出時の移動介護などを行います。 

重度障がい者等

包括支援 

障害支援区分６（児童については区分６相当）で心身の状態や介護者の状況、

居住の状況等をふまえて作成された個別支援計画に基づき、必要な障がい福

祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、短期入所、生活介護、共

同生活介護等）を包括的に提供します。 

 

●サービスの利用実績および見込み  

サービス

種別 
単位 

第６期見込 第６期実績 第７期見込 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

６ 

年度 

７ 

年度 

８ 

年度 

居宅介護 
[重 度障 がい

者] 

利用者数

（人） 
9 9 9 12 10 15 15 15 15 

利用時間

（時間/月） 

110 

[20] 

110 

[20] 

110 

[20] 

113 

[16] 

169 

[18] 

223 

[20] 

230 

[20] 

230 

[20] 

230 

[20] 

重度訪問

介護 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

利用時間

（時間/月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

同行援護 

利用者数

（人） 
1 1 1 2 2 2 2 2 2 

利用時間

（時間/月） 
25 25 25 6 6 10 15 15 15 

行動援護 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

利用時間

（時間/月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

重度障が

い者等包

括支援 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

利用時間

（時間/月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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【事業量の見込みおよび確保策】 

訪問系介護サービスの見込みは利用実績、現利用者の状況変化や情勢の変化に基

づき増加傾向となっています。サービス利用者や施設入所者の地域移行等について

も同様です。しかし、重度訪問介護及び行動援護については過去実績含め、現在も

利用がない状況であるため、利用見込はありません。 

今後はサービス事業者との連携を一層強化し、安定したサービス量の確保及び質

の向上を目指し、様々なニーズに対応できるよう取り組みます。 

 

２ 日中活動系サービス 

   日中活動系サービスは主に通所施設における日中活動を支援するサービスです。

それぞれのサービス内容は以下のとおりです。 

●サービスの内容 

名称 内容 

生活介護 
地域や入所施設で安定した生活を営むことができるよう、福祉施設で

食事や入浴、排泄等の介護や日常生活上の支援、生産活動等の機会を

提供します。 

機能訓練 

地域生活を営むうえで必要となる身体機能や生活能力の維持・向上を

図るため、理学療法や作業療法等の身体的リハビリテーションや日常

生活上の相談支援等を行います。 

[利用期間] 18か月以内 

生活訓練 

地域生活を営む上で必要となる生活能力の維持・向上を図るため、食

事や家事等の日常生活能力を向上するための支援や、日常生活上の相

談支援等を行います。 

[利用期間] 24か月以内（長期入所者の場合は36か月以内） 

就労選択支援 

一般就労や障がい福祉サービスの利用を希望する障がいのある人と共

同で作成した就労アセスメントを活用して、本人の希望、就労能力や

適性等にあった選択の支援を行います。 

就労移行支援 
事業所内や企業における作業や実習、適性にあった職場探し、就労後

の職場定着のための支援等を行います。（利用期間24か月以内） 

就労継続支援 

（A型＝雇用型） 

雇用契約に基づく就労機会を提供し就労に必要な知識・能力が高まっ

た場合、一般就労への移行に向けた必要な支援・指導等を行います。 

就労継続支援 

（B型＝非雇用型） 

就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）。一般企業等での

就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般就労への移行に向け

た必要な支援・指導等を行います。 

就労定着支援 
就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連携調

整等を行います。 

療養介護 
医療機関への長期入院による医学的管理のもとに、食事や入浴、排泄

等の介護や日常生活上の相談支援等を行います。 
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名称 内容 

短期入所 
障がい者支援施設やその他の施設で、短期間、入浴、排泄、食事等の介

護や日常生活上の支援を行います。 

●サービスの利用実績および見込み 

サービス

種別 
単位 

第 6期見込 第 6期実績 第 7 期見込 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

６ 

年度 

７ 

年度 

８ 

年度 

生活介護 
[重度障がい

者] 

利用者数

（人） 
22 22 22 19 19 22 22 22 22 

利用時間

（時間/月） 

350 

[0] 

350 

[0] 

350 

[0] 

246 

[0] 

324 

[0] 

332 

[0] 

350 

[30] 

350 

[30] 

350 

[30] 

機能訓練 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 0 1 1 1 

利用日数

（延日/月） 
10 10 10 0 0 0 10 10 10 

生活訓練 
[精神障がい

者の自立訓

練] 

利用者数

（人） 
1 1 1 1 0 1 1 1 1 

利用日数

（延日/月） 

10 

[0] 

10 

[0] 

10 

[0] 

5 

[0] 

0 

[0] 

20 

[0] 

20 

[0] 

20 

[0] 

20 

[2] 

就労選択

支援 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 1 1 

利用人数

（延日/月） 
0 0 0 0 0 0 0 1 1 

就労移行

支援 

利用者数

（人） 
2 2 2 4 4 1 4 4 4 

利用人数

（延日/月） 
40 40 40 10 32 5 40 40 40 

就労継続

支援 

（A 型） 

利用者数

（人） 
2 2 3 3 3 0 3 3 3 

利用日数

（延日/月） 
35 35 50 20 22 0 40 40 40 

就労継続

支援 

（B 型） 

利用者数

（人） 
15 15 15 12 17 20 20 20 20 

利用日数

（延日/月） 
290 290 290 135 199 278 300 300 300 

就労定着

支援 

利用者数

（人） 
1 1 2 0 0 0 1 1 1 

療養介護 
利用者数

（人） 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 

短期入所

（福祉型） 
[重度障がい者] 

利用者数

（人） 
5 5 6 4 4 6 6 6 6 

利用日数 

（延人/月） 

40 

[0] 

40 

[0] 

50 

[0] 

16 

[0] 

34 

[0] 

37 

[0] 

50 

[10] 

50 

[10] 

50 

[10] 

短期入所

（医療型） 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 0 1 1 1 

利用日数

（延人/月） 
5 5 5 0 0 0 5 5 5 

 

【事業量の見込みおよび確保策】 

  日中活動系サービスも同様に増加傾向ですが、一人ひとりの状況に合わせた必要量の確

保と提供ができる体制を図る支援を行ない、日中活動の利用促進を図ります。また、就労
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系サービスは令和３年度から増加している状況です。就労は障がい者の地域生活移行には

必要なことであり、関係機関や事業所との連携を行い、障がいの種類や状態に合わせて本

人の希望する就労支援が提供できる体制を整えていきます。短期入所についてはニーズに

対して利用できる施設が少なく、突発的な利用がなかなか難しい状況であるため、長生圏

域と事業者で調整を図りながら対応できるよう努めます。 

 

３ 居住系サービス 

   居住系サービスは、入所施設などにおいて住まい及び生活の場を提供するサー

ビスです。それぞれのサービス内容は以下のとおりです。 

●サービスの内容 

名称 内容 

自立生活援助 ひとり暮らしを希望する人に対し、定期的な巡回訪問や随時の相談対

応により、障がい者の理解力、生活力を補います。 

共同生活援助   

（グループホーム） 

夜間に、共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排泄又は食事の

介護その他の日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 

夜間等に介護が必要な人、および通所が困難な自立訓練や就労移行支

援の利用者に対し、夜間における入浴、排泄等の介護や日常生活上の

相談支援等を行います。（自立訓練、就労移行支援の利用者は利用期間

が設定されます） 

 

●サービスの利用実績および見込み 

サービス種別 単位 

第 6期見込 第 6期実績 第 7期見込 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

６ 

年度 

７ 

年度 

８ 

年度 

自立生活援助 

[うち精神障がい者] 

利用者数

（人） 

1 

[0] 

1 

[0] 

2 

[1] 

0 

[0] 

0 

[0] 

0 

[0] 

1 

[0] 

1 

[0] 

1 

[1] 

共同生活援助  

（うち精神障がい者） 

[うち重度障がい者]   

利用者数

（人） 

8 

(3) 

[0] 

8 

(3) 

[0] 

8 

(3) 

[0] 

10 

(4) 

[0] 

11 

(6) 

[0] 

13 

(8) 

[0] 

13 

(8) 

[1] 

13 

(8) 

[1] 

13 

(8) 

[1] 

施設入所支援 
利用者数

（人） 
7 7 6 6 6 7 7 7 7 

【事業量の見込及び確保策】 

利用者の増加に対応するには既存施設の拡充や、新規事業参入を積極的に促進する

必要があり、同時に施設入所支援利用者の地域生活移行を増加させバランスの確保

に努めます。 
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４ 相談支援事業 

障がい者の福祉に関する相談事業として３つの関連する事業があります。サー

ビスの内容は表のとおりです。 

 

●サービスの内容 

名称 内容 

計画相談支援 

・相談支援専門員により個々のケアプランの作成をします。 

・基本相談支援（通常の相談） 

[相談場所] 指定特定相談支援事業所 

地域移行支援 
地域生活の準備のための外出への同行支援・入居支援等を行います。 

[相談場所] 指定一般相談支援事業所（障がい者支援施設・医療機関を想定） 

地域定着支援 
24時間体制の緊急時の相談等を含めた支援を行ないます。 

[相談場所] 指定一般相談支援事業所（指定特定相談支援事業所の兼務を想定） 

 

●サービスの利用実績および見込み【月平均】 

区分 単位 

第 6 期見込 第 6 期実績 第 7 期見込 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５  

年度 

６  

年度 

７  

年度 

８  

年度 

計画相談支援 
利用者数

（人） 
13 14 15 12 15 17 17 17 17 

地域移行支援 
[うち精神障がい者] 

利用者数

（人） 

0 

[0] 

0 

[0] 

1 

[0] 

0 

[0] 

1 

[1] 

1 

[1] 

1 

[1] 

1 

[1] 

1 

[1] 

地域定着支援 
[うち精神障がい者] 

利用者数

（人） 

1 

[0] 

1 

[0] 

2 

[1] 

1 

[0] 

1 

[0] 

1 

[0] 

1 

[0] 

1 

[0] 

2 

[1] 

 

【事業量の見込みおよび確保策】 

本町ではサービスの利用者が増加しています。本サービスの趣旨を踏まえ、事業

者と利用者の間に立ち、公平で公正な計画相談支援が行えるよう、関係機関と連携

を図ります。 

サービスの利用促進のための周知、広報活動に努めます。 
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５ その他の障がい福祉サービス事業 

   医療費や補装具関係、その他のサービスは下記のとおりです。 

 

●事業の内容 

名  称 内  容 

更生医療 １８歳以上の身体障がい者の障がいの軽減・機能改善(人工

透析、人工股関節手術、心臓手術など)のための医療費の支給

を行います。 

育成医療 １８歳未満の身体障がい児の手術など(斜視、股関節、奇形、

心臓等の手術、人工透析など)のための医療費の支給を行い

ます 

精神通院医療 精神障がいなど心の病気により指定医療機関で受ける通院

医療費の支給を行います。 

療養介護医療 医療が必要であり、かつ常時介護を要する身体障がい者が受

けた医療費の支給を行います。 

補装具費 身体に装着(装用)することで、身体機能を補完・代替し、日

常生活や就学・就業に、長期間にわたって継続して使用され

る装具（義肢や車いす等）に係る費用の支給を行います。 

タクシー利用助成 障害者手帳をお持ちの方に対し、民間タクシーを利用する場

合の料金を、町が発行するチケットにより助成します。 
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第３節 地域生活支援事業の方策、見込み等 

 

１ 地域生活支援事業 

自治体が主体となって地域の特性や実情、利用者の状況によって柔軟に対応でき

る事業です。このことにより、効率的・効果的に事業を進められ、障がい者一人ひ

とりのニーズに対応が可能となります。 

本町では、自立した日常生活と社会生活を実現するために、これらの事業の推進

を図ります。 

 

●事業の内容一覧 

名称 内容 

理解促進研修・啓

発事業 

障がいのある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的

障壁」を除去するため、地域において、障がいのある人等の理解を

深めるための研修や啓発を通じて地域住民への働きかけを行い、共

生社会の実現を図ります。 

自発的活動支援

事業 

障がい者等やその家族、地域住民等が、ピアサポート（互いの悩み

を共有する交流）、災害対策、孤立防止のための見守り活動、その他

社会活動を自発的に行うことを支援することにより、共生社会の実

現を図ります。 

相談支援事業 

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の

障がい福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐

待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整を行いま

す。 

成年後見制度利

用支援事業 

成年後見制度は、判断能力が不十分な人に対し、家庭裁判所へ申し

立て、審判を受けることによって適切な後見人をつけ、本人の財産

管理や身上監護を適切に行う制度です。成年後見制度利用支援事業

は、この成年後見制度の申し立てに要する経費を補助する事業です。 

成年後見制度法

人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人

を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた

法人後見の活動を支援する事業です。 

意思疎通支援事

業 

意思疎通支援事業は、「聴覚、言語・音声機能その他の障がいのため、

意思疎通を図ることに支障がある方」に、「手話通訳者、要約筆記者

等を派遣するサービス」です。また、手話通訳者を町に配置する事

業も当該事業に含まれます。 

日常生活用具給

付等事業 

障がいのある人に対し、自立生活支援用具等の日常生活に必要な用

具を給付または貸与をすることにより、自立に向けた支援を行ない

ます。 

手話奉仕員養成

研修事業 

手話奉仕員養成研修事業は、手話で日常会話を行うのに必要な手話

語彙及び手話表現技術を習得した者を養成し、意思疎通を図ること

に支障がある障がい者の自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるように支援します。 
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移動支援事業 
移動支援事業は、自立支援給付の訪問サービスでの移動介護の対象

とならないケースについて、社会生活上必要不可欠な外出や社会参

加のための外出時における移動を支援する事業です。 

地域活動支援セ

ンター事業 

地域活動支援センターは、「一般就労が難しい障がい者」に、「創作

活動や生産活動の機会の提供や社会との交流等を行う施設」で、福

祉的就労や生きがい活動の場と位置づけられます。 

 

●地域生活支援事業の実績および見込み 

区分 単位 

第 6期見込 第 6期実績 第 7期見込 

３  

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

６  

年度 

７ 

年度 

８ 

年度 

理解促進研修・

啓発事業 

実施の 

有無 
有 有 有 無 無 無 無 無 有 

自発的活動支援

事業 

実施の 

有無 
有 有 有 無 無 無 無 無 有 

相

談

支

援

事

業 

障がい者相

談支援事業 
設置数 １ １ １ １ １ １ １ １ 1 

地域総合支

援協議会 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 有 有 有 

基幹相談支

援センター 

実施の 

有無 
有 有 有 無 無 無 無 有 有 

相談支援機

能強化事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 有 有 有 

住宅入居等

支援事業 

実施の 

有無 
無 無 有 無 無 無 無 無 有 

成年後見制度利

用支援事業 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 0 0 1 1 

成年後見制度法

人後見支援事業 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 0 0 1 1 

意

思

疎

通

支

援

事

業 

手話通訳者

派遣 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 1 1 1 1 

要約筆記者

派遣(手書

き・ＰＣ) 

利用者数

（人） 
1 1 1 0 0 0 1 1 1 

手話通訳者

設置 
設置数 1 1 1 0 0 0 1 1 1 

日

常

生

活

用

具

給

付

事

業 

介護訓練支

援用具 
件 1 1 1 0 0 1 1 1 1 

自立生活支

援用具 
件 2 2 2 2 2 0 2 2 2 

在宅療養等

支援用具 
件 1 1 1 1 1 0 1 1 1 
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日

常

生

活

用

具

給

付

事

業 

 

情報意思疎

通支援用具 
件 2 2 2 1 1 1 2 2 2 

排泄管理支

援用具 
件 45 45 45 49 49 54 55 55 55 

居宅生活動

作補助用具

(住宅改修) 

件 1 1 1 0 0 0 1 1 1 

手話奉仕員養成

研修事業 

登録数

（人） 
2 2 2 1 1 0 2 2 2 

移動支援事業 

実利用者 9 10 10 9 9 10 10 10 10 

延べ時間

（時間） 
350 400 400 235 223 258 300 300 300 

地域活動支援セ

ンター事業 
設置個所 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

 

【事業量の見込みおよび確保策】 

〇理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人への理解・認識を深めるために、本事業の活用により関係機関や

団体等が行う研修会・講習会の活用や開催、および啓発活動を展開し、共生社会を

実現するため、各関係機関等との連携を図ります。 

〇自発的活動支援事業 

障がい者やその家族、地域の住民やボランティア団体等が自発的に行う活動に

対する支援事業を実施します。 

〇相談支援事業 

相談支援事業については、「長生地域生活支援センター」と「社会福祉法人九十

九会」に委託して実施していますが、新たに「基幹相談支援センター」の設置・事

業展開に向けて協議します。 

〇成年後見制度利用支援事業 

利用実績はないものの、今後は利用しようとする知的障がいや精神障がいのあ

る人の、家族の高齢化が見込まれています。実際に利用しようとした場合に確実な

結び付けができるように支援体制を整えます。 

〇成年後見制度法人後見支援事業 

高齢者分野においては、必要に応じて地域包括支援センターと情報の共有と調

査研究などの連携を強化し、法人等の確保に努めます。 
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〇意思疎通支援事業  

手話通訳者および要約筆記者の派遣について、本町では社会福祉法人千葉県聴

覚害者協会に委託しています。今後、手話奉仕員養成講座の受講修了者の活用な

どを検討します。 

〇日常生活用具給付事業 

利用者数は、ほぼ横ばいか微増傾向にあります。今後さらに事業内容の周知に

努め、障がいの種類や個々の状況に合せた支給を行い日常生活の支援をします。 

〇手話奉仕員養成研修事業 

養成講座は２年に渡り前期・後期を長生圏域で開催しています。本町では毎回

２名の受講を目標に、ホームページや広報などを通じ受講者の募集を行います。 

〇移動支援事業 

利用者の増加傾向に伴い、安定したサービス利用ができるように、実施事業所

の確保及び事業を推進します。 

〇地域活動支援センター事業 

長生圏域内 1 か所、Ⅰ型のみの運営であり、相談支援事業を合わせて委託を行

っています。なおⅡ型・Ⅲ型は長生圏域にはありません。 
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２ その他の地域生活支援事業 （任意事業） 

 任意事業は地域特性や実情により町の自主的な判断により実施する事業です。

本町では、障がい福祉サービスや地域生活支援事業などの組み合わせにより、効

率的かつ効果的にサービス提供が可能になるよう支援を行ないます。 

 また、長生圏域でも事業内容の調整を図ることにより、利用者が転入居等をし

てもサービスを継続して受けられるよう配慮をしていきます。 

 

●事業内容 

事業名 事業内容 

日中一時支援事業 
障がい者の日中における活動の場を確保し、家族の就労支援や日

常的に介護している家族の一時的な休息を支援する。 

訪問入浴サービス事

業 

訪問入浴サービス事業は、身体障がい者の生活を支援するため、

訪問により居宅において入浴サービスを提供しています 

自動車運転免許取得

費助成、自動車改造費

助成 

自動車運転免許取得費助成は、身体障がい者・知的障がい者が自

動車運転免許を取得する際、その費用を助成するものです。自動

車改造費助成は、自家用車等を障がいの状況に応じて改造する

際、その改造費を助成するものです。 

 

●サービスの利用実績および見込み 

区分 単位 

第 6期見込 第 6期実績 第 7期見込 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

５ 

年度 

６ 

年度 

７ 

年度 

８ 

年度 

日中一時支

援事業 

利用数 

（人） 
5 5 5 3 4 4 5 5 5 

訪問入浴サ

ービス事業 

利用数 

（人） 
2 3 3 1 0 0 2 2 2 

自動車運転

免許取得

費・自動車

改造費助成 

利用数 

（人） 
1 1 1 0 0 0 1 1 1 

 

【事業量の見込みおよび確保策】 

  任意の各事業について、現在のサービス提供体制の確保を行います。また、現在

行っていない事業であって、ニーズや見込みがある場合については、関係機関との

調整・協議を行い、必要に応じて実施していきます。 
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第４編 障がい児福祉計画 
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 第１章 第３期障がい児福祉計画の目標設定 

「長柄町第３期障がい児福祉計画」では、児童発達支援センター、保育所等訪問

支援、重症心身障がい児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービス、医療

的ケア児等支援のための協議の場の設置、医療的ケア児等に関するコーディネータ

ーの配置等に関する目標を定めます。前回計画の未達成状況を踏まえ、療育支援コ

ーディネーター事業の活用し、障がいの早期発見と適切な支援を目指します。 

 

 

１ 障がい児支援の提供体制の整備等 

国の基本的な指針では、次のとおり示されています。児童発達支援センターを

中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、市町村または、圏域での

設置を基本とする。障がい児の地域社会への参加・包括（インクルージョン）を

推進する体制を構築することを基本とする。重症心身障がい者が身近な地域で支

援を受けられるように児童発達支援事業所及び放課後デイサービス事業所を市町

村または、圏域での確保することを基本とする。市町村において、保健、医療、

障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けるとと

もに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。

以上のとおり国の基本的な指針が示されており、町としては関係する各協議会や

団体などと連携し、支援体制の充実に向け、取り組んでいきます。 

 

●「障がい児支援の提供体制の整備等」の目標等 

項  目 数値目標等 

児童発達支援センターの設置 設置 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を

推進する体制の構築 
実施 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所数及び放課

後等デイサービス事業所の確保 
１か所 

医療的ケア児等支援のための協議の場の設置 設置 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 設置 

 

 

 

 

 



 32 

第２章 サービス事業量の見込みと提供体制の確保策 

 

第１節 障がい児福祉計画のサービスメニュー 

   障がい児に係る福祉サービスの内容は下記のとおりです。 

 

事業名 事業内容 

児童発達支援 

療育の観点から個別療育、集団療育を行う必要がある未就学の児

童を対象に、日常生活における基本的な動作の習得や集団生活に

適応することができるよう、指導員等が個別指導を一定時間以上

行うとともに、集団療育を行うサービスです。 

居宅訪問型児童発達支援 
障がい児通所支援を利用するために外出することが著しく困難

な障がい児について、居宅を訪問して児童発達支援を行います。 

放課後等デイサービス 

学校通学中の障がい児に対して、授業の終了後又は休業日に施設

等への通所により、生活能力の向上のために必要な訓練、社会と

の交流の促進等を行うサービスです。 

保育所等訪問支援 

障がいや発達に不安のあるこどもが、集団生活の中で安心して過

ごせるよう、保護者や保育所等の担当職員に専門的な助言や支援

を行う事業です。 

障がい児相談支援 

通所サービスを利用するすべての障がい児を対象に、相談支援専

門員がケアプランを作成し、一定期間ごとにモニタリングを行う

等の支援を行います。 

 

 

１ その他事業 

（１）療育支援コーディネーター事業 

障がいに関する専門性が備わった臨床心理士を配置し、障がい児が一貫した

療育支援を受けられるよう各関係機関と連絡調整を行います。長生圏域で「中

核地域生活支援センターひなた」に事業を委託し、平成３０年から実施してい

ます。 
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第２節 障がい児支援の見込みと提供体制の確保策 

サービスの利用実績および見込み 

区分 単位 

第 2期見込 第 2期実績 第 3期見込 

3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

7 

年度 

８ 

年度 

児童発達

支援 

利用者（人） 5 5 5 4 4 1 5 5 5 

利用量（人

日/月） 
25 25 25 14 17 6 20 20 20 

居宅訪問

型児童発

達支援 

利用者(人)  0  0  0  0  0  0 0 0 0 

利用量（人

日/月） 

 0  0  0  0  0  0 0 0 0 

放課後等

デイサー

ビス 

利用者(人) 5 5 5 4 8 9 10 10 10 

利用量（人

日/月） 

70 70 70 78 94 108 110 110 110 

保育所等

訪問支援 

利用者(人) 2 2 2 2 2 3 3 3 3 

利用量（人

日/月） 

2 2 2 1 1 2 2 2 2 

障がい児

相談支援 

利用者(人) 3 3 3 3 4 4 4 4 4 

 

【事業量の見込みおよび確保策】 

本町をはじめ、長生圏域では少子化の影響によるこどもの減少が進んでいます。 

また、町内においては障がい児に対する事業所がなく、長生圏域内でも少ない状

況です。そして、利用できる事業所の選択肢が少ないため、実際にサービス利用に

係る保護者の負担も大きくなっています。 

本町では、療育支援コーディネーターの活用と、長生圏域内での新規参入の促進

や重層的な児童発達支援等が行えるよう、関係機関との協議および連携をより一層

強化して対応します。 
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第５編 推進に向けて 
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第１章 計画の推進 

本計画の推進にあたっては、福祉課が中心となり、関係各課と随時連携を図りな

がら、各施策の進捗状況の定期的な把握を図ります。 

また、長生郡市総合支援協議会を中心として、長生圏域内市町村、サービス提供

事業所、関係機関等と連携・協働して、計画を推進する体制を整備してまいります。 

 

  １ 保健・医療・福祉の連携強化 

      障がいの重度化、中途障がい者の増加に伴い、連携の強化が求められる

ため、各分野の連携強化とサービスの総合的な提供に努めます。 

  ２ 民間企業の参画推進 

      公共職業安定所をはじめ、関係機関と連携し、民間企業における障がい

者雇用の啓発促進を図ります。 

  ３ 町民の参画 

      町民一人ひとりが思いやりを持ち、障がいに対する理解を深めることが

できるよう、広報活動の充実や、福祉ボランティア等に関する学習の機会

の拡充を図ります。 

  ４ 人材確保と育成 

      本計画を推進するにあたり、不可欠である専門職員をはじめ、ボランテ

ィア等の福祉的人材の確保・育成に努めます。 

  ５ 推進体制の確立 

      一貫した施策を実施できる体制づくりに向け、関係各担当部署が、計画

の遂行状況や随時評価を行いながら実施に努めます。 

 

 

第２章 財源の確保 

障がい福祉サービスをはじめとする公的福祉サービスの充実や、地域での支えあ

いのネットワークの強化を図るために、町財政において、自主財源の確保に努める

とともに、国や県に対し各種財政的措置を講じるよう要請していきます。 
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